
「北部九州自動車１００万台生産拠点化」
に向けた取り組み

雇用創出 １．３万人

経済波及効果 ２兆円

雇用創出 １．３万人

経済波及効果 ２兆円

北部九州に、東アジアにおける
自動車生産の一大拠点を構築する

【目標】（15年度～19年度）
◎自動車の年間生産100万台
◎関連企業 50社誘致
◎地場企業の自動車産業への参入
促進

北部九州に、東アジアにおける
自動車生産の一大拠点を構築する

【目標】（15年度～19年度）
◎自動車の年間生産100万台
◎関連企業 50社誘致
◎地場企業の自動車産業への参入
促進

生産拠点化のための施策

【関連インフラの整備】
・道路網、港湾等の整備
・工業用水の確保
・工場用地等の確保

【地場企業の参入促進】
・生産管理、生産技術の向上支援
・関連ﾒｰｶｰとのﾏｯﾁﾝｸﾞ、取引斡旋

【人材育成・雇用創出】
・労働力の確保、人材育成

【企業誘致の強化】

【東アジアとの国際分業体制の構
築を探るための調査】

生産拠点化のための施策

【関連インフラの整備】
・道路網、港湾等の整備
・工業用水の確保
・工場用地等の確保

【地場企業の参入促進】
・生産管理、生産技術の向上支援
・関連ﾒｰｶｰとのﾏｯﾁﾝｸﾞ、取引斡旋

【人材育成・雇用創出】
・労働力の確保、人材育成

【企業誘致の強化】

【東アジアとの国際分業体制の構
築を探るための調査】

効果
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自動車メーカーの生産状況（４輪乗用車）

区 分 １６年度 １７年度

（見込み）

備 考

日産九州工場
（福岡県苅田町）

５１万台 ４０万台
半ば

・日産自動車の国内最大拠点

・累計生産１，０００万台突破

トヨタ自動車九州
（福岡県宮田町）

２５万台 ２９万台 ・生産能力増強（４３万台）

・エンジン工場新設（福岡県苅田
町）

ダイハツ車体

大分（中津）工場
（大分県中津市）

４万台 １７万台 ・国内最新鋭工場

合 計 ８０万台 約９０万台

乗用車を年間１００万台以上生産している国は、世界で１３ヶ国のみ
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自動車産業を支える中核的人材の育成

－産学官の連携による人づくり－

● ３ ２ の大学 （ うち理工系学部を有する大学は１３ ）
＊理工系の学生数は全国２位 （国立大）

● ３ つ の高専 （国立工業高等専門学校）

● ２ ３ の 工業系高校

豊富 な も のづ く り 人材

これらの集積を活かし、産学官の連携による様々な事業により、自動車産業を支える
人材の育成を図っている

１５

○自動車関連金型中核人材育成プログラム

○大手自動車関連企業ＯＢ等の派遣による生産管理体制の改善支援（福岡ものづくり産業振興会議）

○高校生ものづくり技能育成（県立工業高校等へ高度ＣＡＤ人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ導入）

○工業高校等を対象としたｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ（ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ1,000名、受入企業400社）

○ものづくり人材育成（福岡県若年者仕事ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ事業）



自動車関連金型中核人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
【 自 動車産業 を支 え る中核的人材の育成 】

中核人材像 →３次元デジタル設計から先端加工まで対応でき、

課題解決力と提案力を併せ持つ生産現場の中核人材

中核：・九州工業大学 情報工学部 先端金型センター

特徴：・北部九州の大学教授陣（九州工業大学、北九州市立大学、熊本大学、日本文理大学、

大分県工科短大）と先進金型２０社の技術部長級による実践教育

・日本初の企業間インターンシップ

・北部九州金型関連の中堅・中小企業約１００社が参加

規模：・総 額 ２．４億円／３年

・育成者 １５０名／３年

・講座数 ７講座／年
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カリキュラム （自動車関連金型中核人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）

特徴・・・数値ﾃﾞｰﾀによる設計･加工･解析を実践教育で実施

１．デジタルエンジニアリング（７講座）

(1) 解析技術基礎講座

(2) 新加工技術講座

(3) ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ金型ﾃﾞｼﾞﾀﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ講座

(4) 鋳造金型ﾃﾞｼﾞﾀﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ講座

(5) ﾌﾟﾚｽ金型ﾃﾞｼﾞﾀﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ講座

(6) 鍛造金型ﾃﾞｼﾞﾀﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ講座

(7) CAD/CAM実習講座

２．企業間インターンシップ

北部九州地域の大手自動車メーカー・関連企業へ

地元中堅・中小企業の技術者を派遣し、ＯＪＴ研修を実施
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『福岡水素エネルギー戦略プロジェクト』

人材育成
平成１７年１０月
○１０月には「福岡水素エネルギー人材育
成センター」を開講

人材育成
平成１７年１０月
○１０月には「福岡水素エネルギー人材育
成センター」を開講

調査提言・情報交流・普及啓発

○規制緩和等を提言
「福岡水素利用技術研究開発特区」

○セミナー、展示会の開催

調査提言・情報交流・普及啓発

○規制緩和等を提言
「福岡水素利用技術研究開発特区」

○セミナー、展示会の開催

環境にやさしい水素エネルギー利用社会の実現に向け、全国に先駆けて「福岡水素エネル
ギー戦略会議」を設立。研究開発、実証活動、人材育成を進め、世界を先導する研究開発拠
点を形成する。

環境にやさしい水素エネルギー利用社会の実現に向け、全国に先駆けて「福岡水素エネル
ギー戦略会議」を設立。研究開発、実証活動、人材育成を進め、世界を先導する研究開発拠
点を形成する。

企業ニーズに基づいた研究開発支援

○水素の生成、貯蔵・輸送から利用まで一貫
した研究開発プロジェクトを推進

○九大水素利用技術研究センターの強化によ
る世界的な開発拠点の実現

企業ニーズに基づいた研究開発支援

○水素の生成、貯蔵・輸送から利用まで一貫
した研究開発プロジェクトを推進

○九大水素利用技術研究センターの強化によ
る世界的な開発拠点の実現

実証活動支援

○九大水素キャンパスを水素利用ミニモデ
ル社会として実現

○豊富な副生水素等産業インフラを活用し
た北九州エコタウン地区での実証

実証活動支援

○九大水素キャンパスを水素利用ミニモデ
ル社会として実現

○豊富な副生水素等産業インフラを活用し
た北九州エコタウン地区での実証

福岡水素エネルギー戦略会議

〔中核組織として全国有数の企業、大学、行政で組織 会員２２１企業・機関〕
○設 立：平成１６年８月３日
○会 長：新日本製鐵㈱ 羽矢代表取締役副社長
○副 会 長：トヨタ自動車㈱ 渡邉専務取締役

九州大学 有川副学長
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福岡のポテンシャル

• 水素利用技術の研究開発で唯一、文部科学省の
「２１世紀COEプログラム」に採択された九州大学
の世界を先導する知的資源

• 九州大学新キャンパス（水素キャンパス）や北九
州エコタウン地区における実証フィールド

• 新日本製鐵、三菱化学、三井鉱山など大量の副
生水素を発生する企業の集積

• 産業化を実現するための多様な製造業の集積
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研 究 開 発

福岡水素エネルギー戦略会議では、「九大水素利用技術研究センター」を核として
水素生成、貯蔵・輸送から利用まで一貫した研究開発・実証活動を推進していく

○会員企業、大学等による共同研究の実施（実用化研究、育成研究）
○８つの研究分科会活動
①水素社会システム実証検討
②安全評価検討
③高圧水素下における機械要素研究
④高効率水素製造研究

○実証活動
・九大新ｷｬﾝﾊﾟｽ及び北九州ｴｺﾀｳﾝ地区での実証活動

⑤水素燃焼特性研究
⑥高圧水素貯蔵・輸送研究
⑦燃料電池要素研究
⑧ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ研究

【国等の助成事業を活用した主な研究開発事業】

文部科学省 21世紀COEプログラム 水素利用機械システムの統合技術

経済産業省 地域新生コンソーシアム コンプレッサーレス高圧水素製造装置の研究開発

固体酸化物形燃料電池の耐被毒長寿命化技術の開発ＮＥＤＯ 固体酸化物形燃料電池ｼｽﾃﾑ技術開発

※平成１７年度：地域新生コンソーシアム（経済産業省） などに９テーマ提案中

目 標：「５年間で１００億円規模の研究開発」
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福岡水素利用技術研究開発特区

－全国初となる水素利用技術研究開発特区－

○認定：平成１７年３月２８日

○対象地域：九州大学（箱崎キャンパス、元岡新キャンパス）

○内容：

高圧ガス保安法の規制のうち、水素利用技術の試験研究で使
用する小型圧力容器（内容積４００ｍｌ以下、圧力１００MPa以下）
について、製造する都度必要とされる耐圧試験及び気密試験を
適用から除外。両試験に要する多くの手間と時間を省き、研究開
発のスピード化を図る。
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九大水素キャンパス九大水素キャンパス 北九州エコタウン北九州エコタウン

・九大水素キャンパスの実現

・高圧水分解水素製造実証

・燃料電池車の走行

・学生寮での燃料電池実証など

・九大水素キャンパスの実現

・高圧水分解水素製造実証

・燃料電池車の走行

・学生寮での燃料電池実証など

・副生水素を利用した実証・副生水素を利用した実証

実 証 活 動

目標

実証活動

２０テーマ

（５年間）
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人 材 育 成

～全国初の水素関連技術者養成機関～

福岡水素エネルギー人材育成センター

象

ルギー関連企業や新規参入する企業の技術者

期間：５日間（講義３日、実習２日）

人数：１５名／回（年３回程度開催）

徴

安全までの幅広い講義と実践的

な実習

ＯＥ

プログラムに採択されている九州大学を中心とした一流

の講師陣

-技術者養成コース – - ビジネス展開コース -
● 目的

水素エネルギー社会の実現に向

けた動きの中で、ビジネスチャン

スを掴む企業を育成する

● 対象

水素エネルギー関連ビジネスへ

の参入を目指す企業の経営者

● 期間：１日間

● 人数：３０名／回

平成１７年１０月開講

２３

● 対

水素エネ

●

●

● 特

－水素の特性から利用、

－水素利用技術で全国唯一、文部科学省の２１世紀Ｃ



アピール

１ 地域の力を引き出すクラスター政策の推進

２ 基礎教育重視と、優秀な外国人研究者を含
む高度人材確保対策の推進

３ 実用化目標を明確にした産学官共同研究
（ターゲットドリブン型）の推進

４ 実効性のある知的財産戦略の確立
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ご清聴ご清聴
ありがとうございましたありがとうございました

福岡県知事福岡県知事 麻生麻生 渡渡
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